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道路の課題･役割について
（東日本大震災を受けて）

山形県県土整備部道路課

資料-４
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人口減少時代の到来

山形県の人口は、平成17年度は122万人
であったが、30年後には現在の76％程度
となり、生産年齢人口は67％に減少する。
中山間地域では、過疎化進む一方、地域
コミュニティ維持が困難となりつつある。

資料：全国過疎地域自立促進連盟
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山形県の将来推計人口

０～14歳 15～64歳 65歳以上

高齢化36 .3％

生産年齢人口割合

　　67％に減少

高齢化25 .5％

資料：国立社会保障・人口問題研究所

地域力の低下
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地域経済への影響

県内高速道路の整備率は、H22現在
51％で、東北地方で最下位である。

県内の高速道路と地域高規格道路は
細切れで、ネットワーク化されていない。

概ね１０年後には各地で整備が進む
予定であるが、新潟や秋田との県境
部ではミッシングリンクは解消されない

出展 国土交通省資料
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主要都市間や県境の
ミッシングリンクが顕著

高速道路整備の進捗状況
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■県別製造品出荷額等

地域経済への影響
山形自動車道の開通に合わせ、山形県内の工場立地は増加
し、製造品出荷額も年々増加したが、近年の工場立地は、低
迷している。
製造品出荷額等は東北地方では、福島県、宮城県に次ぐも
のの、福島県の約５割程度である。また、本県より人口が少な
く、高速道路のミッシングリンクのない富山県より低い水準に
ある。

地域経済総覧 2008 改訂版より作成

福島県の約５割

山形県より
人口が少な
い富山県よ
りも少ない

出展：経済産業省「工場立地動向調査」「工業統計調査」により作成
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自然災害の多発化・脅威の増大

遊佐町

三川町

戸沢村

鮭川村

大蔵村

真室川町

舟形町

最上町

金山町

大石田町

村山市

新庄市

酒田市

庄内町

河北町

飯豊町

白鷹町

小国町

川西町
高畠町

大江町

朝日町

西川町

中山町

山辺町

南陽市

尾花沢市

東根市

天童市

長井市
上山市

山形市

米沢市

鶴岡市

寒河江市

遊佐町

三川町

戸沢村

鮭川村

大蔵村

真室川町

舟形町

最上町

金山町

大石田町

村山市

新庄市

酒田市

庄内町

河北町

飯豊町

白鷹町

小国町

川西町
高畠町

大江町

朝日町

西川町

中山町

山辺町

南陽市

尾花沢市

東根市

天童市

長井市
上山市

山形市

米沢市

鶴岡市

寒河江市冬期通行規制区間

特殊通行規制区間

事前通行規制区間

通行規制

一般県道
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道路種別
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内陸と庄内を結
ぶ2路線（R47・
R121）ともに、

通行規制区間
が存在する

雨量通行規制区間

特殊通行規制区間

冬期通行規制区間

図 過去の代表的な最大事例 図 県内の通行規制区間

近年、ゲリラ豪雨等による局地的な被害が増加傾向にある。
内陸と庄内を結ぶ動脈に、事前通行規制区間や特殊通行規制区間
が存在している。
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自然災害の多発化・脅威の増大

県全域が豪雪地帯に指定され、うち76％が特別豪雪地帯である。
特別豪雪地帯の割合は、東北地方で最も多い状況にある。
冬期には、雪崩や路面凍結等による交通障害が発生している。

雪崩による交通障害発生

積雪・路面凍結により
渋滞する幹線道路
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自然災害の多発化・脅威の増大

県内では、雪崩による通行止め
等により、県民生活や経済活動
に支障を来たしている。
このためには、緊急輸送道路の
ダブルネットワーク化（※1）が必
要であるが、ダブルネットワーク
率は現在、41％にとどまっている。
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県別ダブルネットワーク化率

県内動脈が分断

走行距離：112km
所要時間：110分

走行距離：118ｋｍ
所要時間：150分

※１：国が管理する国道総延長のうち、並行区間で高規格道路が整備されている比率
（平成22年3月現在）

（H17道路交通センサス）

走行距離：1.1倍
所要時間：1.4倍

走行距離：118ｋｍ
所要時間：330分

更にR47で事故発生

平成23年2月28日 山形新聞

平成23年3月4日 山形新聞
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安全安心な社会基盤

本県は、自動車交通の依存度が極めて高いが、道路整備が不十分
であるため、緊急医療施設への搬送等で支障を来たしている。
交通事故発生件数は、平成17年をピークに減少しつつあるが、死傷
事故件数が他県と比べ非常に多く、東北内の危険順位が1位である。

3次救急医療施設60分圏域
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東北全体 全国

都道府県
H20死傷事故
件数(件）

H20死傷事故率
（件／億台キロ）

東北内の
危険順位

青森県 6,404 67.7 3 位

岩手県 4,458 36.7 6 位

宮城県 10,947 69.6 2 位

秋田県 3,928 40.5 5 位

山形県 7,832 75.2 1 位

福島県 11,717 67.0 4 位

東北計 45,286 60.4

全国計 766,147 102.6

昭和40年代の交通戦争時代

交通戦争時代の
最大事故件数5834件

Ｈ２０死傷事故件数と死傷事故率

H21（日本海総合病院除く）
H24（日本海総合病院含む）
H30（日本海総合病院含む）

山形県立中央病院

山形大学医学部付属病院

公立置賜総合病院

日本海総合病院（H23以降）

庄内地方はH23.4.1
から3次救急医療施設

60分到達圏域
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道路予算の減少

山形県の平成23年度道路関係予算は、平成10年度をピークに

３７％まで減少している。

維持管理の割合は平成２３年度で全体の２６％まで上昇する。

道路事業予算の推移
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10

道路予算の減少
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図 建設50年以上の橋梁割合

平成23年現在、約2,300橋の橋梁を管理している。
高度経済成長期の橋梁は急速に老朽化が進む。
建設後50年以上を経過した「老朽橋梁」は、20年後には全
管理橋梁の約6割に達することから、県民生活の安全安心
を確保しながら将来的な財政負担を抑制するため、これまで
の「傷んでから直す」維持管理から、「傷みが小さいうちから
計画的に補修する」予防保全型に転換する必要がある。
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東日本大震災関係

12

東北地方太平洋地震の概要

3月11日14時46分頃に三陸沖を震源とするマグニチュード９．０の巨大地震が発生

しました。

この地震により宮城県栗原市で震度７、宮城県、福島県、茨城県、栃木県で震度６
強など広い範囲で強い揺れを観測し、本県では震度5強を観測しました。

また、太平洋沿岸を中心に高い津波を観測し、特に東北地方から関東地方の太平
洋沿岸では大きな被害がありました。（気象庁ホームページより）

余震活動の領域
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東北の被害状況

人的被害（警察庁情報 5月22日現在）

県名
死者

（人）

行方不明

（人）

重軽傷

（人）

全壊（焼）

流出（戸）

半壊（焼）

（戸）

浸水

（戸）

青森県 ３ １ ６１ ２８１ １，０８１

岩手県 ４，４６９ ２，９７６ １６６ １７，１２２ ２，６６１ ２，１０１

宮城県 ９，０７２ ５，３２２ ３，４４４ ６３，８７４ １７，８８５ ２，４０５

秋田県 １２

山形県 ２ ２９ ３７ ８０

福島県 １，５７４ ５０１ ２２７ １３，８５９ １５，９０１ ３９１

合計 １５，１２０ ８，８００ ３，９３９ ９５，１７３ ３７，５４５ ４，８９７

14

東北の被災状況（青森県）

出展：青森県ホームページ
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東北の被災状況（岩手県）

出展：岩手県ホームページ

16

東北の被災状況（宮城県）

国道45号本吉町小泉付近被災状況

国道３４９号角田市江尻付近被災状況県道鳴子池月線 法面崩落状況

国道３９８号南三陸町志津川 小森付近被災状況

出展：宮城県ホームページ
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東北の被災状況（福島県）

出展：福島県ホームページ

18

震災の影響



【震災の影響】
電力の３０％を県外の発電所に依存し、かつ主要な送電ルートが宮城県を経由している。
震災により広い範囲で発電所が停止したため停電が長時間に及んだ。 19

震災に伴い明らかになった課題（電力）

東北電力の管内の主な発電所及び送電線

震災の影響震災前

20

震災に伴い明らかになった課題（電力）

【震災の影響】
県内消費の大部分が仙台及び関東の製油所で精製された製品に依存。
貯蔵施設も塩釜地区に集中していたため、石油製品の不足が長期間に及んだ。

震災の影響

製油所及び油槽所

震災前
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震災に伴い明らかになった課題（電力）

【震災の影響】
東北新幹線が長期にわたり（3/11～4/11）不通。山形空港、花巻空港が首都圏間の
旅客輸送を代替した。

県相互旅客輸送人員（JR）（平成20年度）

国内定期便利用客数（平成21年度）

震災の影響震災前

22

震災に伴い明らかになった課題（電力）

【震災の影響】
東北本線が長期にわたり不通。横断路線が設定されていないため、日本海ルート
（青森県経由）により不通区間を迂回した鉄道による貨物輸送が可能となったが、
被災地域への輸送が長期間にわたり困難な状況となった。

主要港湾及び一般貨物取扱量（平成20年）

鉄道貨物路線及び県間輸送トン数（平成20年度）

震災の影響震災前



震災に伴い明らかになった課題（電力）

高速道路

震災前

23

震災の影響（被害発生箇所）

【震災の影響】
地震発生の翌日又は数日のうちに大部分が
仮復旧し、緊急車両の通行が可能となり、
支援物資の輸送等災害対応に効果を発揮。

24

震災に伴い明らかになった課題（電力）

交通機関の復旧状況

【震災の影響】
「くしの歯」作戦等により早期に緊急輸送路として
機能を確保。 出展：国土交通省ホームページ

出展：国土交通省ホームページ



震災に伴い明らかになった課題（電力）

高速道路（三陸縦貫自動車道）の役割

出展：国土交通省ホームページ

部分的に供用していた三陸
縦貫自動車道は、津波浸水
区域を回避するルートで
あったことと、耐震性を備え
ていたため、損傷がほとん
どなかった。

避難路・物資輸送及び迂回
路等で大きな役割を発揮

25

26

震災に伴い明らかになった課題（電力）

高速道路（東北道）の役割

出展：国土交通省ホームページ

発生後1日で東北道が緊
急輸送路としての機能を
確保し、東北道の一部が
緊急交通路に指定される。

3月22日大型車が通行可
能となる

3月24日全面解除

緊急輸送に大きな役割を
発揮
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震災に伴い明らかになった課題（電力）

東日本大震災による交通量の変化

（１）太平洋側の高速道路等の被災や通行規制に伴い、日本海側の高速道路や

直轄国道の交通量が増加。
（２）本県関係では国道7号（釜谷坂）、13号（雄勝）、48号（関山）、113号（小国）の

交通量が、震災発生直後から増加。

出展：国土交通省ホームページ

28

震災に伴い明らかになった課題（電力）

東日本大震災時の交通及び物流

新潟港

R47

R48

R286

盛岡

仙台

福島

R113

東京

R4

R13

日
沿
道

山形道

東
北
道

磐越道

関
越
道

R46

R49

秋田道

山形

秋田

新潟

酒田港

秋田港

R112
R7

震災時の交通及び物流

山形空港

本県内の直轄国道が果たした役割

太平洋側の東北道等の主要道路が被災した
ため、本県内に位置する国道7号、13号（雄勝）、
48号、113号へ以下の機能が集中したと考えられ
る。

①避難路 被災地各県 ⇒ 本県・本県経由

②人的・物的両面から支援物資等の輸送路
本県・関東等他圏域（日本海側ルート（関越道
等）経由）⇒ 被災地各県

③通常物資等の輸送路
本県を含む東北各県 ⇔ 関東等他圏域（日
本海側ルート（関越道等）経由）

東日本大震災による交通及び物流



29

山形県の活断層

山形県の主要な活断層

山形盆地断層帯

新庄盆地断層帯

長井盆地西縁断層帯

庄内平野東縁断層帯

山形県の主要な活断層と想定される震度

庄内平野東縁断層帯 新庄盆地断層帯

山形盆地断層帯 長井盆地西縁断層帯

地震が発生した場合は、相
当の被害が予想されており、
県内どこであっても地震に
対する備えが必要です。 平成21年1月現在

30

東日本大震災をうけて

高速道路のダブルネットワーク化
と地域高規格道路による連結

新潟山形南部連絡道路

新庄酒田道路･石巻新庄道路

東
北
道
等

東
北
中
央
道

日
沿
道

太平洋側偏重のインフラ整備では、広
域災害時の代替機能が確保されてい
なかったことを露呈
広域災害時のリスク分散及び被災地
支援の観点がクローズアップ

東北地域全体で物流機能を補完しあ
えるよう、県境付近のミッシングリンク
を早期に解消し高速道路のダブル
ネットワーク化とそれを連結する地域
高規格道路の整備を促進する必要が
ある。


